
項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　岩崎幸司

項目名

■ □ □

実績

下水道整備課長　岩崎幸司

H29年度目標 H30目標値が未達成の理由・分析

H30年度目標

R元年度目標

H30年度に改善した点

H29年度目標 H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済10,794.4ｍ
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無 無

有益
な
もの

有害
な
もの

有 有

有 有

有

H30年度目標

有

R元年度目標

0.00 人 15.8ha

17.1ha 15.1ha

期間 9.35 人
非常勤
特別職

0.00 人

S32年度～ 79,335千円 臨時職員

非常勤
特別職

0.00 人 23.7ha 23.1ha

91,067千円 臨時職員 0.00 人

① 15.1ha

H30実
績

H30その他職員
従事割合

1,476,455千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職
員人件費

H29その他職員
従事割合

H29実
績

施工にあたり試掘調査を実施し、極力
埋設物の移設が生じないよう埋設位
置の選定を行うとともに、振動等に細
心の注意を払い工事を行い、移設及
び建物・工作物に係る補償経費の節
減に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

令和元年度までに第3期市街化調整
区域下水道整備事業を完了できるよう
進めるとともに、第4期市街化調整区
域下水道整備事業に向けた準備を進
める。

下水管布設工事で施工路線の一部で工法
変更が必要になったこと、また、想定以上
の地下水と軟弱な地盤のため作業工程に
大幅な遅れが生じたことにより、2件の工事
を翌年度に繰越したことから施工延長が約
1,400ｍ減少し、予定整備面積を下回ったも
のである。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,607,843千円 1,555,080千円

①汚水管の整備面積
整備面積

汚水管の整備面積が拡大することで目標
達成の成果が把握できるので、整備面積を
指標とする。

H29決算額 指標名

下水道管渠布設
事業

目標設定の考え方・根
拠

Ｂ

平成30年度目標に対し約88%の
達成に留まり、若干だが90％に
到達しなかった。しかし、第3期
市街化調整区域下水道整備事
業（整備面積約125.9ha）に係る
整備率は88%となり、着実に成
果はあがっている。

根拠法令
H30予算現
額

H30決算額（見込み）

下水道法、都市計画法、環境基本法

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現
額

2,277,197千円

下水道未整備区域の汚水管整備を進め、生活環
境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、平
成15年度から「第１次市街化調整区域下水道整備
計画」に基づき整備に着手し、平成27年度より第3
期市街化調整区域の面整備事業を実施している。

10.62 人

H30正規職
員人件費

期間 3.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

S32年度～ 32,837千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

24,267千円 臨時職員 0.00 人

① 3.37ha

② 0箇所

H30年度目標 H30実績 雨水対策については、雨水管の布設や雨水浸
透井の築造などにより、地域に応じた対策を講
じる。また、埼玉県と設立した協議会での具体
的な方策の検討に資するため、平成30年度に
浸水対策基本調査を実施した。今後の雨水対
策事業に資するべく調査結果の分析・検討を進
める。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

 雨水を速やかに排除し、浸水・冠水等を防ぐ。
①集中豪雨時の浸水・冠水被害発生地域の把握と状
況調査を実施する。②調査結果に基づき、雨水対策地
域の把握及び方法の検討を行う。③冠水被害が頻繁に
発生している地区の雨水整備を実施する。④緊急に雨
水整備が必要とされる地区における暫定措置として、雨
水浸透井を築造する。

2.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 0ha・0箇所 0ha・0箇所

3.37ha・0箇所

0ha・2箇所

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 305,147千円 305,046千円

①雨水管等整備

②浸透井整備

指標名

A

平成29年度・30年度の継続工
事である岩岡雨水1号幹線築造
工事を前年度に引き続いて進
め、砂川堀雨水幹線に接続して
完成した。

H30年度に改善した点

①年度別整備面積
②年度別設置箇所数

雨水管等の整備面積の拡大及び浸透井整備の
完了箇所数が増加することで、目標達成の成果
が把握できるので指標とする。

ゲリラ豪雨等による浸水被害の早期軽減を図る
ため、埼玉県と設立した協議会で検討を進める
中で、被害の大きかった市内2地区について河
川と下水道の一体的な整備を行うための連携
施策をまとめ、ＨＰ等に掲載し今後は当該施策
に基づき事業を進めることを周知した。

H29年度目標

目標達成済3.37ha・0箇所

H29実績

H29決算額

H30決算額（見込み）

960,537千円 926,261千円

事業の具体的な内容及び目的

目標設定の考え方・根拠

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現額

雨水対策事業

根拠法令 H30予算現額

下水道法、都市計画法

H10年度～ 4,358千円 臨時職員 0.00 人 11,894.5ｍ

H30その他職員
従事割合

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

2,715千円 臨時職員 0.00 人

①734.4m

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人 10,033ｍ 10,080.4m

10,814.8ｍ

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　地元自治会等には、下水道整備に関し
て強い要望があることから、早急に整備が
完了できるよう、関係課と調整を図りなが
ら事業に取り組んでいく。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 88,001千円

指標名 H30年度に改善した点

①下水管布設延長

事業の具体的な内容及び目的

　地元地区環境整備保全委員会と協議を行い、
下水管の布設箇所を決定しているので、下水管
布設延長を指標とする。

　今後の下水道整備箇所等について、地
元地区環境整備保全委員会や地元自治
会と協議・確認を行った。

H29年度目標 H29実績

期間

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

　東部クリーンセンター及び西部クリーンセンターの建
設に伴い、廃棄物処理施設の必要性を理解し、ご協力
頂いている周辺地区への地域還元として、住民の意向
等を踏まえながら清掃施設周辺整備事業を実施してお
り、その一環として、下水道整備等を進めているところ
である。

目標設定の考え方・根拠

A

　成果指標の目標値を毎年達成し
ており、東西クリーンセンターの地
元周辺における下水道整備につい
ては、一定の成果があげられてい
ると考える。
　今後も廃棄物処理施設の必要性
を理解し、市政にご協力頂いてい
る周辺地区住民の生活環境の向
上等が図られるよう努める。

H30決算額（見込み）

下水道法 149,880千円 118,958千円

74,900千円

H29決算額

下水管布設総延長

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

清掃施設周辺整備
事業

根拠法令 H30予算現額

0.32 人

10箇所

期間 0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人

6,194千円 臨時職員 0.00 人

0千円 臨時職員 0.00 人

①10箇所

H30実
績

H30その他職員
従事割合

10箇所 10箇所

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①マンホール広告設置箇
所数

①有料広告用デザイン入りマンホール蓋の
設置箇所数 マンホール広告は全国初の事

業であるため、各種メディアに
取り上げられるなど、広く注目を
集め、下水道をより身近に感じ
るイメージアップに貢献する事
業となった。

①マンホール広告は設置時期が異なり、収
入額は不規則となるため設置箇所数 マンホール広告の掲載は平成30年

度から開始したため、平成30年度
中の改善事項は特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

継続して掲載申込をいただくため、広
告の付加価値を高めるとともに、積極
的な営業活動を実施する。

H30年度に改善した点

A

H28年度～H50年
度

H29決算額

根拠法令
H30予算現
額

H30決算額（見込み）

所沢市上下水道局マンホール広告の掲載に関する要
綱

1,426千円 443千円

指標名

自主財源確保促
進事業（マンホー
ル蓋広告）

目標設定の考え方・根
拠

H29実
績

非常勤
特別職

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職
員人件費

H29その他職員
従事割合

H30正規職
員人件費

経費

投入コスト

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現
額

マンホール蓋を広告媒体として活用し、民間事業
者等の広告を掲載することにより、新たな財源の
確保に努めるもの。

0.00 人

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H30)

成果

成果指標

所属
名称
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有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H30)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　岩崎幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　岩崎幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

H30年度に改善した点

H29年度目標 H30目標値が未達成の理由・分析

H30年度目標

R元年度目標

H30実
績

法定耐用年数50年を経過した管渠が、
年々増加傾向にあることから、点検・調
査・修繕・改築を一体的に捉えた、計画的
な維持管理が必要となる。こうしたことか
ら、所沢地区の改築と並行し、令和元年度
からは、布設年度の古い地区を対象に、
毎年度約３０ｋｍのＴＶカメラ調査を実施す
る。

214m

H29実
績

H30年度に改善した点

H29年度目標 H30目標値が未達成の理由・分析

H30年度目標

目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成しており、成果をあ
げていると考えている。平成29
年度をもって「緊急計画」は完
了し、平成30年度からは「中期
計画」に基づき予定箇所の耐震
化工事を進める。令和元年度
は、マンホールの地震対策に加
え中央公園調整池（11,700㎥）
の補強工事を実施する。

H30年度に改善した点

有

無 無

有 有

有 有

有

 3箇所

期間 2.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H21年度～

H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3箇所 3箇所

0.00 人

① 3箇所

20,619千円 臨時職員 0.00 人

H30年度目標

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

下水道は重要なライフラインであり、震災等により機能
が停止した場合、排水不能や損壊による道路陥没が原
因の交通事故や渋滞で物資供給が停滞するなど市民
生活に甚大な影響を及ぼすことから、既存施設の地震
対策を実施する。緊急輸送路や軌道下に埋設されてい
る管渠やマンホールについて、補強・再構築工事を実
施する。

2.55 人
非常勤
特別職

0.00 人  12箇所  12箇所

21,866千円 臨時職員

H30決算額（見込み）

下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策実施要綱 114,000千円 98,874千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 47,032千円 45,339千円

①マンホールの地震対策
各年度の完了箇所数

中期計画（平成30年度～令和4年度）で定めた
マンホール耐震化総件数25箇所のうち、各年度
で設定した耐震化件数を目標指標とする。

マンホールの耐震化工事において、移設
困難な地下埋設物が支障となり、開削に
よる耐震化工事が困難なマンホールにつ
いて工法検討を行い、非開削による内面
補強工法を採用して所定の耐震性能を確
保した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

計画の対象路線が緊急輸送路に埋設されてい
る管渠や幹線管渠であることから、断面が大き
く流量が多いうえマンホールも深いため、施工
条件に制約があり、工法等の検討に熟慮を要
する。平成30年度～令和4年度を計画期間とす
る中期計画に基づき耐震工事を進める。

目標達成済

120箇所/年

雨水桝に落葉や土砂が堆積すると浸
透機能に影響するため、定期的な清
掃等が必要であり、道路の維持管理
セクションと連携し、適切な維持管理
に努める。

H30年度は事業開始年度であったが、
台風等の大雨の時期より前に完了し
た。

H29年度目標下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現額

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名

下水道地震対策事
業

期間 0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30正規職
員人件費

H30その他職員
従事割合

都市化の進展やゲリラ豪雨の増加で下水道による
雨水排水が困難な状況となり、市内各所で内水被
害が発生していることから、被害の軽減を図るた
め、雨水桝の浸透化を進める。対象地区は内水被
害箇所を記した「内水ハザードマップ」を活用し選
定を実施する。

H30年度～R9年
度

8,061千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①120箇所

H30実
績

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 0箇所/年 0箇所/年

目標達成済み120箇所/年 120箇所/年

R元年度目標

30,000千円 29,571千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職
員人件費

H29その他職員
従事割合

H29実
績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①雨水桝浸透化

指標名H29決算額
目標設定の考え方・根
拠

Ａ

目標を達成しており、成果をあ
げていると考えている。施工地
区毎にサンプル調査（合計9か
所）を行い、平均で1箇所当たり
約630ℓ/ｈ地下に浸透しており、
今後も取り組む箇所の選定を
的確に進め浸透化を実施して
いく。

完了箇所数
完了箇所数が増加することで目標達成の成果
が把握できるので、完了箇所数を指標とする。

H30決算額（見込み）

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現
額

雨水桝浸透化事
業

根拠法令
H30予算現
額

―

2.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

S44年度～ 17,179千円 臨時職員 0.00 人 98.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,909千円 臨時職員 0.00 人

①111,910,700円

H30年度目標 H30実績

滞納処分等の徴収にかかる専門知識を
深める研修を受講し、さらなる収納率の向
上を図る。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一部の負担を
求めることにより、公共下水道の整備を推進する。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事業説明会、
申告受付を経て、対象となる土地の面積に単価を乗じて負担
額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、平成27年度
より1㎡当たり1,030円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、希望により
一括納付もできる。

1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 98.0% 97.8%

目標達成済98.0% 98.0%

H30決算額（見込み）

都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受益者
負担に関する条例

425千円 308千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 277千円 162千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

現年度分収納率については、
目標値の98%に到達した。令和
元年度も前年度に引き続き市
民の目線に立った丁寧な説明
や説得を行うとともに、委託業
者による年2回の訪問徴収のほ
か、職員による自宅訪問の回数
を増やすなどして、受益者負担
金に対する対象者の理解を深
め、徴収の強化を図っていく。

H30年度に改善した点

①収入済額
現年度分収納率 収入済額／調定額（収入すべき額）

委託業者による訪問徴収のほか、職員が
直接訪問し、受益者負担金の重要性につ
いて改めて説明し、理解を得るよう心掛け
た。

H29年度目標 H29実績下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現額

受益者負担金賦課
徴収事業

根拠法令 H30予算現額

期間

早期に下水道事業を開始した所沢地区の管路施
設が耐用年数を迎え、老朽化による損傷が増加し
ているため、事故によるサービス低下の防止を目
的とする。
・本管の布設替え又は更生
・取付管の布設替え又は更生
・マンホール蓋の取替

3.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 183m

期間 4.28 人
非常勤
特別職

0.00 人

H23年度～

H29その他職員
従事割合

H30正規職
員人件費

H30その他職員
従事割合

216m 366ｍ

245ｍ35,866千円 臨時職員 0.00 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,000千円 30,132千円

①改築延長
改築延長根拠法令

平成29年度に策定した「ストックマネジメン
ト実施方針」のもと「ストックマネジメント計
画」を平成30年度に国土交通省に提出す
ることができた。今後は、計画に基づき計
画的・戦略的な状態監視保全を実施す
る。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29決算額 指標名

臨時職員 0.00 人

①366m

54,432千円

目標設定の考え方・根
拠

A

計画どおり、平成29年度より改
築事業を実施。緊急度Ⅰ延長
890mのうち、平成30年度は
366mの更生工事を実施した。
長寿命化対策により耐用年数
の延伸を図ることができた。

H30予算現
額

H30決算額（見込み）

下水道法 64,160千円

緊急度Ⅰ・Ⅱの改築延長
実施延長／計画延長

29,273千円

事業の具体的な内容及び目的下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現
額

下水道長寿命化
対策事業

H29正規職
員人件費



第７章　街づくり  第６節　下水道

有益
な
もの

有害
な
もの

経費

投入コスト

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H30)

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

期間 3.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

S45年度～

0.00 人

①     370㎥

② 68,410㎡

H30年度目標 H30実績

施設の老朽化が進んでいるため、今後も
修繕費が必要となる。
都市下水路及び調整池の適切な管理を
行っていく。

0.00 人 48回

48回

浸水のない快適な都市環境を保持し、安全で快適な市
民生活を守るため、都市下水路及び調整池を適切に管
理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定　
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

3.00 人
非常勤
特別職

0.00 人  3件  1件

30,168千円 臨時職員

25,455千円 臨時職員

都市下水路維持管
理事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

下水道法 63,147千円 55,822千円

事業の具体的な内容及び目的

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

有

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 58,292千円 57,731千円

①1年間にしゅんせつした堆積
土の量

②1年間に除草した面積

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

直営による定期的な調整池の除
草・スクリーン清掃等を実施、適切
な維持管理及び事故防止の徹底
が図れた。

目標達成済48回

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

H30年度に改善した点

有

・改善要望対応件数（平成29年度まで）
・調整池の点検回数（除草・スクリーン清掃等）
（平成30年度から）

（平成29年度まで）
除草要請、ごみ撤去等
（目標値＝要望総数、実績＝完了総数　）
（平成30年度から）
調整池の適切な維持のために週1回のパトロール実施（月4
回×12か月）

砂川堀のフェンスが未設置だった箇所に
設置を行った。

H29年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人 100%

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現額 H29決算額

100件 146件

期間 16.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

S33年度～ 137,600千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

153,579千円 臨時職員 0.00 人
① 6,542.2m

② 680個

③ 183箇所

H30年度目標 H30実績

電子化したデータ情報の有効活用が更に
機能するよう、特に災害時等の現場対応
を迅速に行うため、持ち運び可能なタブ
レットパソコンを導入する。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

下水道は市民が安全で快適な生活を確保するために重要なライフライ
ンである。適切な維持管理を実施し、十分にその機能を発揮させるとと
もに、継続的に利用できる環境を整えることを目的とする。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を防ぐための下水道管
渠清掃
②老朽化施設の更新
③下水道施設から発生する臭気対策、不明管・侵入水等のテレビカメ
ラを使用した原因調査
④降雨災害防止のための対策及び巡視
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監視・安全管理の徹底

18.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 100件 157件

目標達成済

H30決算額（見込み）

下水道法 2,399,301千円 2,137,031千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

有 有

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,290,429千円 2,086,598千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

改善要望には概ね対応できた。
これは、外部情報を受け直ちに
現地確認を行い、直営又は業
者による対応を迅速に行ったた
めである。

H30年度に改善した点

①1年間に清掃した管渠延長

②1年間に取替えたマンホー
ル蓋の個数

③1年間に実施したテレビカメ
ラ調査箇所

改善要望対応件数
（Ｒ元年度から、改善要望対応率）

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道
管の詰まり、臭気、溢れ等
（目標値＝要望件数、実績＝完了総数）
（Ｒ元年度から、目標値を　完了総数／要望件
数＝100％　とする）

平成29年度末に下水道台帳が紙媒体か
ら電子データに完全移行したことにより、
平成30年度からはデータ情報の有効活用
及び改善要望対応の迅速化を図った。

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現額

下水道維持管理事
業

根拠法令 H30予算現額


